
令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 247 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 産業振興 

 

提案事項（事項名） 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律に係る事務・権限の移譲 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省、経済産業省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律に係る事務・権限のうち、総合効率化計画の認定、変更認

定、報告の徴収等のように府県域を跨ぐために近畿経済産業局の権限となっているもの（一の府県域の場合

は、府県の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲することにより、地域の抱える構造的問題の解決に資する

と考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主体

として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施して

いる事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第４条第１・４・８項、第５条第１項・２項、第７条第１・２項、

第 26 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 
 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 248 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 産業振興 

 

提案事項（事項名） 

伝統的工芸品産業の振興に関する法律に係る事務・権限の移譲 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

伝統的工芸品産業の振興に関する法律に係る事務・権限のうち、二次以降の振興計画の認定、変更の認定、

認定の取消のように府県域をまたぐために近畿経済産業局の権限となっているもの（一の府県域の場合は、府

県知事の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主体

として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施して

いる事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第４条第１項、第５条第１・３項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 

 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 249 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 産業振興 

 

提案事項（事項名） 

中小企業等経営強化法に係る事務・権限の移譲 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

中小企業等経営強化法に係る事務・権限のうち、経営革新計画の承認、変更の承認、報告の徴収等のように府

県域をまたぐために近畿経済産業局の権限となっているもの（一の府県域の場合は、府県知事の権限）につい

て、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主体

として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施して

いる事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

中小企業等経営強化法第８条第１・３項、第９条第１・２項、第 46 条第１・４項、第 47 条第１項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 

 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 250 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 産業振興 

 

提案事項（事項名） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る事務・権限の移譲（販売事業） 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る事務・権限のうち、液化石油ガス販売事業

の登録、登録の取消、基準適合命令等のように府県域を跨ぐために近畿経済産業局の権限となっているもの

（一の府県域の場合は、府県の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主体

として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施して

いる事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３条第１項、第６条、第８条、第 10 条第３項、第

14 条第２項、第 16 条第３項 等 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 
 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 251 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る事務・権限の移譲（保安業務等） 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る事務・権限のうち、一般消費者等に対する

保安業務の認定、保安業務の改善命令のように府県域を跨ぐために中部近畿産業保安監督部近畿支部の権

限となっているもの（一の府県域の場合は、府県の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主

体として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施し

ている事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３条第１項、第６条、第８条、第 10 条第３項、第

14 条第２項、第 16 条第３項 等 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 
 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 252 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

電気工事業の業務の適正化に関する法律に係る事務・権限の移譲 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

電気工事業の業務の適正化に関する法律に係る事務・権限のうち、電気工事業の登録、登録の取消、差止命

令のように府県域を跨ぐために中部近畿産業保安監督部近畿支部の権限となっているもの（一の府県域の場

合は、府県の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主

体として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施し

ている事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

電気工事業の業務の適正化に関する法律第３条～８条、第９条第３項、第 10 条～12 条、第 14 条～第 16 条、

第 17 条第２項、第 17 条の２・３、第 27 条、第 28 条、第 29 条第１項、第 30 条、第 33 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 
 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 253 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

高圧ガス保安法に係る事務・権限の移譲 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

高圧ガス保安法に係る事務・権限のうち、製造施設又は第一種貯蔵所に係る指定完成検査機関及び指定保安

検査機関の指定のように府県域を跨ぐために中部近畿産業保安監督部近畿支部の権限となっているもの（一

の府県域の場合は、府県の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主体

として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施して

いる事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

高圧ガス保安法第 20 条第１項ただし書、第 22 条第１項第１号、第 58 条の 22・23 の第１・３項、第 58 条の 24・

27・29・30、第 61 条第２項、第 62 条第２項 等 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 
 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 254 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

火薬類取締法に係る事務・権限の移譲 

 

提案団体 

関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

火薬類取締法に係る事務・権限のうち、火薬類の製造施設や火薬庫に係る指定完成検査機関及び指定保安検

査機関の指定のように府県域を跨ぐために中部近畿産業保安監督部近畿支部の権限となっているもの（一の

府県域の場合は、府県の権限）について、関西広域連合への権限の移譲を求める。 

 

具体的な支障事例 

当該事務権限について、事業者の所在地等が府県を跨ぐ場合に国に権限が留保されている理由は「広域的な

判断が必要であるため」と考えられるが、関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合があ

り、設立から８年間、関西の広域行政の責任主体として、７つの分野事務をはじめ、あらゆる政策の企画・調整

の実績を積み重ねてきたところである。 

国の報告では我が国は人口縮減期にあるとされ、将来的に圏域に応じた最適なマネジメント手法の構築が求め

られている。更なる人口減少が見込まれる地方が持てる力をより有効に発揮するための仕組みづくりには、国

の報告書にある地方自治体間の補完だけではなく、国や広域行政体を含めた地域の全体による補完関係を構

築する必要がある。当該権限を関西広域連合に移譲し、より関西の実情を反映した施策等を実施することによ

り、地域の活性化や人口還流につながり、地域の抱える構造的問題の解決に資すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 関西においては、府県・指定都市を構成団体とする関西広域連合を設立しており、関西の広域行政の責任主

体として、政策の企画・調整機能の実績を積み重ねている。当該事務権限の移譲が実現すれば、府県が実施し

ている事務と広域連合に移譲された事務の整理・集約など役割分担を検討することにより、より効率的かつ効果

的な執行体制を構築することが可能となり、国と地方の二重行政の解消及び事業者等の利便性の向上が図ら

れる。 

 

根拠法令等 

火薬類取締法第 15 条第１項ただし書、第 35 条第１項第１号、第 45 条の 28、第 45 条の 29 第１・３項、第 45 条

の 30・31・33・34・36、第 45 条の 37 第１項、第 53 条第１項第１・５・７・８号 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

― 

 

― 
 



令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省（提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案） 

 

管理番号 291 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

地域環境の保全を考慮した採石法の改正（第 33 条の４「岩石採取計画」認可基準の改正） 

 

提案団体 

山形県、山形市、新庄市、村山市、天童市、河北町、西川町、最上町、大蔵村、高畠町、三川町、庄内町、遊佐

町 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

採石業において、自治体が地域の環境に応じた判断を行い、水資源をはじめとする豊かな地域環境を保全する

ことが出来るよう、採石法の岩石採取計画の認可基準に「水資源・景観・環境の保護等、環境に配慮した項目」

を加えるよう、採石法第 33 条の４を改正すること。 

（もしくは、採石法第 33 条の４に規定する認可基準を削除し、都道府県に認可基準を設定する権限を付与（知

事が条例等により認可基準を定め、当該基準に従い処分を行うこと）するよう、採石法を改正すること。） 

 

具体的な支障事例 

【具体的な支障事例】 

山形県遊佐町では、鳥海山山麓の水源地域で採石業が行われ、採石業者と水資源の保全を求める地域住民

の対立が続いている。 

遊佐町では、平成 25 年に「遊佐町の健全な水循環を保全するための条例」を制定し、当該条例に基づき、町が

鳥海山麓での岩石採取を規制対象事業に認定（事業実施を認めない）する処分（平成 28 年）を行ったことに対

し、採石業者が処分取消しを求め裁判となっている。 

県は、上記業者の岩石採取計画の認可申請に対し、申請要件の不備（町の条例に基づき規制対象事業に該当

しない旨の通知がないこと）を理由に、認可拒否処分（平成 28 年）を行ったが、業者は処分取消しを求め公害等

調整委員会に裁定を申請し、同委員会から県に対し、採石法の認可基準に基づく実体的な審査をするよう指示

が出された（平成 30 年）。 

このように、条例を制定しても、岩石採取計画の認可申請に対し、自治体は採石法の認可基準によってのみ判

断せざるを得ないが、現行の認可基準には水資源をはじめとする環境に配慮する規定はない。 

以上を踏まえ、自治体が地域環境の保全を理由とした判断を可能とするためには、根本となる採石法の認可基

準に「水資源・景観・環境の保護等、環境に配慮した項目」を加えるよう採石法を改正する必要がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【制度改正による効果】 

採石法を改正し、認可基準に「水資源・景観・環境の保護等に配慮した項目」を加える（もしくは、条例等により都

道府県が認可基準を設定する）ことにより、自治体が地域の環境に応じて岩石採取計画の認可の可否を判断す

ることが可能となり、水資源をはじめとする豊かな地域環境の保全や自然を資源とする地域振興に寄与すること

ができる。 

 

 

 



根拠法令等 

採石法第 33 条の４ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

福岡県、熊本市 

 

○今回の提案内容の実現により、市町村意見が反映しやすくなり、認可条件の追加も可能になるため、より一

層適正な採石事業の執行に資すると考える。 

○採石法（第 33 条）による認可申請があった場合、当市では、当該法で環境保全等に関する規制事項等はな

いものの、採石事業に伴い発生する濁水等が河川等へ流出するおそれがあることから、申請の都度、現地確認

を行い、必要に応じ、水質汚濁等に関する一般的な指導をしているところ。当該指導にあたっては、直接の根拠

法令がないことから、提案団体の提案のとおり法改正がされた場合、法に基づく行政指導や処分等が可能とな

る。 

 


